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はじめに
大戦直後以来、教育機会均等(Equality of Opportunity in Education)の国際的
合意形成は教育権の主な内容を構成している。その理論的実践的な経緯は
長く、新たなテーマではない。しかし、機会均等をめぐる状況には新しい変化
が生まれている。
すなわち、国際的合意形成のレベルでは、長らく教育権問題を扱ってきた国
連機関の(旧)経済社会理事会内の人権委員会(以下、人権委[旧]と略)が、2006年
に人権理事会(以下、人権理[新]と略)に組織の衣替えをするという変革期におい
て
1)
、教育機会均等にかかわる活動を開始したことがあげられる。前世紀末以降
の機会均等実現が妨げられる事態が進行するなかで、人権理[新]として対応を
迫られたのである。
戦後日本の憲法・教育基本法体制の経過においても、機会均等をめぐる状況
の変化がある。前世紀末以降、学校制度の複線化構造を進める観点から中
高一貫校(中教審答申21世紀を展望した我が国の教育の在り方について1997年)、
あるいは義務教育段階からの学校選択制、貧困格差の激化といった制度的・実
践的な教育基盤の解体など、行き過ぎた平等主義による子どもの個性・能力
に応じた教育の軽視(2002年文科省21世紀教育新生プラン)との現状認識の下
で機会均等の形骸化が進んだ。
国連子どもの権利委員会は子どもの実態と日本の対応について勧告を重
ねているが、2010年 3 回目の所見では労働規制緩和と民営化による困難や
子どもの貧困をなくす適切な措置など、権利侵害の危機への新たな懸念と
勧告を出すに至っている
2)
。日本の国籍をもたない子どもの教育権保障に関する
勧告を同年の人種差別撤廃委員会が出したことも機会均等にかかわる問題群の
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ひとつである。東日本大震災における被災者奨学金の大幅拡大や返済免除など
も機会均等の緊急措置にかかわる課題のひとつであろう。
国内外の研究活動も活発化している。たとえば、藤田英典が2005年の著書で
問うた義務教育のあり方に関する中心課題のひとつは、機会均等の危機的な様
相についてであった
3)
。また、宮寺晃夫は2011年の近著において国家はなぜ教
育の水準を全体として確保し、その機会を平等に保障する従前の配分システム
を堅持しなかったのかと、教育機会の平等の再検討の方向を問うている
4)
。
貧困と格差の進行や国家統治方式の近年の変容などが、問題の背景にあるのは
明らかであろう。
これらを念頭に、2011年 4 月人権理[新]の教育権に関する報告書─教育機
会均等の促進(以下、2011報告と略)を素材としながら
5)
、教育機会均等原則の新
たな展開の特徴と問題点を明らかにしたい。
Ⅰ 人権委[旧]から人権理[新]に至る時期区分
国連経済社会理事会内の人権委[旧]が、教育権実施を主たる任務とする特別
報告者を設置任命したのは、1998年 4 月17日の第54回人権委決議においてであ
った
6)
。そこで、担当者Mustapha Mehedi による事前の準備をふまえ、新規の
特別報告者として Katrina Tomasevski が1998年に指名され活動を始めた。
2001年には同氏の任期更新がはかられ、2004年時点からは Vernor Munoz
Villalobosに引き継がれた。そして同氏の任期中に人権理[新]への機構改革が
行われ、さらに2010年時点で Kishore Singhへの担当の交代を経て、教育機会
均等に関する2011年報告につながる。
⑴ 2011報告のまとめと勧告内容
引用が長くなるが、本稿の検討素材である2011報告の勧告(報告書パラグラフ
71〜72)を最初に抄訳したい。下線箇所を含め本稿ではこれを検討していくが、
教育機会均等が2011報告の主なテーマであることが理解されよう。
(まとめの最初の項─引用者)：法と事実における教育機会均等の達成を目
的とする規範的行為を明確に強化する必要がある。教育機会均等原則の適
157 ( 102 )
用は、様々な国際人権条約に共通しており、国家義務遂行の更なる重視を
求めるものである。(71項、下線は引用者─以下、同様)
特別報告者は、人権の枠組みを基礎とする教育機会均等の促進を次のよ
うに勧告するものである。⒜教育権保障の適切な法的保障とインクルーシ
ブの次元における平等な享受を保障する。：国家は国際人権条約の義務を
国内法制に取り入れるべきである。その教育機会均等のための国際基準に
そって、その原則の適切な法的枠組みの中心的意義を政府は確認すべきで
ある。機会均等に基づく公立・私立の強い規制枠組みは、機会均等保障の
政策・計画すべてを確立させる本質的基盤である。
⒝総合的政策によって不平等と差別の複合を明確にする：教育における
様々な形態の差別と不平等が重なり合う性質を前提とするなら、国家は総
合的な政策でその複合的な不平等と差別の形態を明らかにすべきである。
男女、富者と貧者、などにある広範囲の教育アクセスにおける格差は、平
等志向のすぐれた政策が是正しうることを認め、特別の配慮をすべきであ
る。政策的措置は、追われた人々や弱い立場の人びとの学習がアクセス可
能となるニードに応えなくてはならない。⒞資源の適切な分配の保障：教
育を提供する際の地理的格差の除去、並びに周辺化や排除の犠牲者である
人びとの特別なニードに配慮しつつ、国家は、最も必要とするところに対
し、資源の適切な分配を保障しなくてはならない。周辺化と除外、あるい
は貧困を減少させる戦略の教育的次元を明らかにするニードに留意して、
社会保障への投資と共に、給付金、奨学金、助成金などの資源を確保しな
くてはならない。⒟〜⒣は略(72項)。
この勧告は2008年人権理[新]決議8/4に応える2011報告のまとめである。決
議は、教育権保障の措置に関する勧告の作成や障壁について情報を収集・検討
・交流し、人権と教育権の相互依存・相互関係の再検討を特別報告者に求めた
ものである。
全体の構成は機会均等を中心に、 1部、現在の関心事項、 2部、教育機会
均等の促進、 3部、教育機会均等の重要性の分析、 4 部、教育機会均等保障に
かかわる国際人権基準、 5 部、国内の法的枠組みの検討、 6部、教育機会不平
等の源泉、 7部、機会均等保障の法的措置、 8 部、機会均等強化の勧告など
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の各部で成り立つ。
最初の関心事項( 1部)における冒頭の項目は⒜緊急時の教育に関する報告
の更新であり、人権委[旧]時代のテーマの緊急性はそのまま引き継がれた。
他の細目には⒜緊急時の教育に関する報告の更新、⒝教育財政、⒞教育権の
裁判決着、⒟教育の質のミニマム基準、⒠私立教育、⒡学校運営と人権基準、
⒢暴力からの自由と教育権などがあり、そこで機会均等実現の方途を探って
いる。
⑵ 人権理[新]2011報告までの活動経緯
2011報告に至る経緯を初めに整理しておこう。人権委[旧]から人権理[新]
への体制変更を軸に前世紀末以来の教育権特別報告に関わる活動の段階を便
宜的に分けるが、その変化の歴史的評価については今後の検証に委ねられる。
その 1期は人権委[旧]から人権理[新]に至る時期で、特別報告者としての活
動が始まった時の担当者Katrina Tomasevski の任期中(1998-2004)が主に相当
する。加えて、2004年交代による Vernor Munoz Villalobosの下で人権理[新]
への機構改革が行われたが、その2006年人権委[旧]決議までの時期を含めてよ
い
7)
。 2 期は、2007年人権理事会への体制変化以後も継続した担当者Vernor
Munoz Villalobos(2004-2010)から、2010年の Kishore Singhへの交代までを変
動期として区別できる
8)
。そして、2010年任命の Kishore Singh(2010-今日に至る)
による人権理[新]の新体制が始動し始め、2011年報告に至る時期を 3期として
おこう。
全体を振り返ると、1998年から2006年までは人権委[旧]の下で Katrina
Tomasevski の活発な動きがあり年次報告が続けられた。2007年 2 期の体制変
化以後も担当者Vernor Munoz Villalobosは活動を継続させたが、人権理[新]
の決議(8/4)に従い国連総会(2008年第63回)に提出されるという、文書の扱いに
変化が生じている
9)
。2007年第62回国連総会報告“人権理事会” と題する2006
年 3月15日の総会決議60/251の実施─障害者の教育権(VernorMunozの教育権
特別報告)や
10)
、2008年第63回国連総会提出報告発達権を含む人権規約の全規定
の保障と促進─緊急時の教育権
11)
などの文書が重要であり、人権理[新]への国
連組織改革直後の動きが記録されている。また、 3期の新しい担当者Kishore
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Singhは国際法学者として長年ユネスコ機関の事業に携わる経歴があり、教育
権や機会均等の領域ですでに役割を発揮していた
12)
。つまり、新体制下では、旧
来のユネスコ機関における教育権や機会均等に関する活動の蓄積が、そのまま
人権理[新]に生かされるという、内容上の連結が結果的に計られた形である。
⑶ 2011報告にみる継続性
Kishore Singhのもとで2010年にスタートした特別報告者の任務一覧は国連
人権高等弁務官事務所のホームページで次のように列挙されている。
機会均等と教育権、緊急事態にある教育への対応、教育財政、教育権に
関する裁判での決着、道理のある質の基準を満たす教育の保障、私立教育
の規制、学校における人権尊重、暴力からの自由と教育権
13)

これは優先順位でないものの、冒頭の機会均等の重みづけの大きさを物
語る。人権理[新]の Kishore Singhによる最初の総会提出報告の副題が教育
機会均等の促進についてであったことをあわせ、テーマの重要性を改めて示
唆する動きである。その2011報告の内容には、今日の国際的合意形成の特徴が
よく表れていると思われる
14)
。
1 つは、格差貧困の進行、地域紛争激化、災害などで立ち現れる緊急時の
(in emergency situations)の教育権と機会均等の保障である。上記2007年総会
報告につながる緊急時の子ども達の教育機会や内容(特に人権教育)は、すでに
人権委[旧]の2005年〜2006年資料で散見される
15)
。機構改革後の2007年国連総会
資料では障害者の教育権が明示され、2008年資料では難民と帰還者、国
内の被災者、女性の大人と子ども、子どもの兵士、障害者、若者など緊急時
にある対象を拡大させた
16)
。さらに2009年資料は拘禁されている子どもの教育を
扱い
17)
、移民・難民・亡命者に焦点化させた2010年資料はカリキュラムや教員の
あり方まで言及していた
18)
。そして、特別報告者Kishore Singhへの交替後、ア
フリカ地域を最初の関心事項に⒜緊急時の教育に関する報告の更新をあげ
るなど、人権委[旧]から人権理[新]への緊急性のある優先課題設定の連続性は
明らかである。
2つには、Vernor Munoz 担当時の人権委[旧]から人権理[新]への転換期で
は、人権委[旧]時代と同じ教育権理解をも引き継いでいた。かつての初代特別
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報告者Katrina Tomasevski の仕事には量質とも特筆すべきものがあり、同氏
からの引継ぎ後も社会権規約委員会の一般的意見にある “4A枠組み” をふま
えている。
利用可能性(Availability)・アクセス可能性(Accessibility)・受容可能
性(Acceptability)・適応可能性(Adaptability)という、Tomasevskiの責任の
下で最初に開発された “4A枠組み” は、2008年報告でも適用された
19)
。同資料
では、国連機構としての各国調査の結果をふまえた次のような整理がなされた
のである。そこに教育機会均等に関する論議のひとつの特徴があらわれている。
要約すれば、教育権の構成要素①の利用可能性(Availability)について、
教育制度システムは表面的な整備が報告されるが、数値など具体的報告の欠如
があるという。そこに情報の不確かさなど、教育権実施のフォローアップで語
られる積年の反省点や実態把握上の古くて新しい問題が見え隠れしている。
要素②のアクセス可能性(Accessibility)については、教育アクセスを保
障する法制度はあるが、しかし、授業料免除や奨学金などの援助につい
ては国によって違いがある。また国内外の難民・被災者の法的地位は条件付
きであり教育権保障の資源不足がある。障害者についてアクセスの法的保障
があっても、インクルーシブ教育の実施には至ってない国も多いことなど
があげられる。
要素③の受容可能性(Acceptability)で、災害防止の基礎訓練への関心
はあるが、他方、平和と人権のプログラムの欠如、教育の質のモニターに
関する基準の欠如、教育機関の責務である学校安全などとかかわる平
和ゾーンとしての学校指定の欠如といった問題が指摘された。報告書では要
素③が進んでいないことへの留意を各国に求めたのである。
要素④の適応可能性(Adaptability)については、緊急時の教育の重要性
と、それを保障する可能性など多くが指摘された。特別報告者に対する情報
は十分でなかったという。
以上のように、“4A枠組み” による検証は全体に多くの課題を残す結果とな
ったが、要素①②に比べ、相対的には要素③④の情報がさらに満足のいく状況
でなかったようである。教育権論の通説的な区分になぞらえるなら、前者の要
素①②は、およそ教育の外的な条件整備に相当するものであり、後者の要素③
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④は教育学習の内容・方法など、いわゆる内的な条件にかかわるものであろう
20)
。
Ⅱ 包括原則の実効性と成立要件
教育権と教育機会均等の関係について2011報告は、国際基準としての〈教
育権の保障〉と〈教育機会均等の促進〉は緊密に連関しあうのであり、国連人
権機関の諸決議は他の人権を平等に保障する際の教育の中心的役割を認める
(21項)と述べている。その含意は、次の包括原則の重要性にあろう。
⑴ 包括原則(an overarching principle)の実効性
機会均等はその理念規定にとどまらず、実効性が常に課題であり続けている。
その包括性とは教育はそれ自身が人権であり、かつ他の人権を実現する際の
不可欠な手段とする社会権規約委員会の1999年一般的見解13号の解釈をふま
えたものである
21)
。2011報告では、その完全な享受の保障、適切な財源の確
保、裁判システムの機能化、教育の質を確保する教職諸条件と学習成果の
改善(learning outcomes)、公立私立のすべての学校の国際人権法の基準遵守
といった機会均等の包括的保障を打ち出した。すべてが新規な問題提起と
は言えないが、①財政条件の明示、②裁判を含む法的救済の整備、③質と成果
を確保する基準化など、実質化を目指す報告書の論理がみられる。さらに次の
ような指摘もある。
適切な措置を通じての、初等普通教育の保障、及び中等・高等教育への
公正なアクセスの保障を行う国家義務の普遍的確認がおよそあるにも拘ら
ず、世界では多くの人びとのアクセス可能なものとはなっていない。特別
報告者は、教育権を実現させる普遍的な意義を考え、教育機会均等促進報
告の提出を決断した。途上諸国は、社会的経済的不平等にかかわる緊急の
諸課題に直面しているが、発達した諸国もまた、すべての者の教育機会均
等の保障で多くの課題をかかえる。機会均等への関心事項とは、人権法規
にある様々な教育レベルへのアクセスにおける機会均等保障や、教育シス
テム内の平等な機会の保障にかかわるものと理解される。( 8 項)
2011報告の参照資料(2001年子どもの権利委員会の一般的意見)教育の目的
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1号でも次のようなアクセスに限らない価値や質への関心がある。
子どもの教育権はアクセスの問題(第28条)だけではなく内容の問題でも
ある。グローバリゼーション、新技術、関連する現象などにひきおこされ
る基本的変化に対する、バランスある人権への応答を、生活において達成
する努力として、第29条⑴の諸価値に根ざす内容をもつ教育は、すべての
子どもに不可欠な道具である。略( 3項)
あるいは、広い範囲の価値を教育がめざすことに加盟国は同意するよう、
第29条⑴は規定している。この合意は、世界の多くの地域につくられた宗教・
国家・文化の境界線を超えるものである。一見すると、第29条⑴に示された多
様な価値のいくつかは、状況によっては、互いに衝突しあうように思えるかも
しれない。パラ⑴⒟が述べる、すべての人々のあいだの理解、寛容、友好を促
進させる努力は、子ども自身の文化的アイデンティティ・言語・価値、子ども
が生活したり出身である国家の価値、自身のものとは異なる文明、などの尊重
を発達させるという、パラ⑴⒞に従って計画される政策といつも自動的に両立
するとは限らない。しかし、実際は、この規定の重要な一部は、教育へのバラ
ンスのとれたアプローチへのニードを認めることや、対話による多様な価値の
調和と差異の尊重を勝ち取ることにある。略( 4 項)などの指摘がある。
ここでは、子どもの教育権はアクセスの問題(第28条)だけではなく内容の
問題、あるいは第29条⑴の諸価値に根ざす内容をもつ教育と明確に述べ
ているような価値内容を含む包括性が示唆されている。
2011報告のいう包括性とは、以上のように、①初等教育から高等教育までを
含む包括性、②途上国から発達した諸国までを含む包括性、③異なる教育階梯
レベルへのアクセスと学校システム内の機会均等を含む包括性、④価値内容を
含む包括性、などをさすものである。
このような包括性とともに、人権条約の解釈にかかわる、①1999年初等教
育の実施計画に関する一般的意見11号や
22)
、②1999年教育権に関する一般的
意見13号(社会権規約委員会)、あるいは
23)
、③2001年子どもの権利委員会の
一般的意見教育の目的 1号
24)
などへの留意が2011報告にあることも重要であ
る。
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⑵ 非差別・平等の成立要件
教育機会均等にかかわる非差別(non-discrimination)、平等(equality)、公
正(equity)などの2011報告の諸規定は、必ずしも単なる形式的な教育機会の意
味あいをもつのではない。様々な成立要件を伴っている。
特別措置がありうるという問題を最初にみておこう。2011報告(34項)では、
次のような権利侵害とはいえない特別措置のあり方にふれた一般的見解13号
(社会権規約委員会)を引用している。
すなわち、男性と女性や不利な立場にある人々のための事実上の平等(de
facto equality)をもたらす一時的な特別の措置(temporary special measures)の採用
は、その措置が多様な集団に対する不平等ないし別々の基準を維持しない限り、
また採られた目的が達成された後まで継続しないのであれば、教育に関する非
差別(non-discrimination)への権利侵害とは言えない。
教育機会均等は学校在籍といった校門の通過率だけを意味するものではない。
学習の質を伴ってこそ実効性が達成されるという、内容のあり方に関する次の
ような記述は多い。
すなわち、教育機会が整う国々でも不平等は残存しているのであり、教育
機会均等達成への諸国のチャレンジは、1960年ユネスコ教育差別撤廃条約(以
下、教育条約と略)の実施に関する文書でも報告された。教育の質を確保した教
育へのアクセスにある機会不均等や社会的・文化的障壁などの困難がある
(14項)とし、特に教育条約との関連で教育の質を確保すべき問題を浮上さ
せ、一般的見解13号でも、異なる地理で生活する人々に異なる〈教育の質〉
をもつ財政上の顕著な不平等(disparities)として、教育の質にかかわる差
別にふれており、諸国は、事実上の差別を確認して是正する措置を採るため
に、関係する政策、制度、計画、財政、その他の措置すべてを含め、教育を綿
密にモニターしなくてはならない。(37項)と、その実質化の方途を求めてい
るのである。
⑶ インクルーシブ次元(inclusive dimensions)という要件
2011報告は、そのまとめの勧告で、教育機会均等促進の冒頭に⒜教育
権保障の適切な法的保障とインクルーシブ(包摂)次元における平等な享受の保
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障をあげて、インクルーシブ次元という新たな要件を付している。それ
は、次のように教育条約の重視を前提とするものである。
国際人権規約・社会権委員会は、〈教育条約にてらして〉規約 2条 2項
と 3条を解釈してきた。ユネスコと権利委員会の共同専門家集団による記
述では、教育上の分裂を除去し、不平等をなくす上で、差別や排除を認め
ない教育権のインクルーシブな次元が強調されるべきである。(34項)
では、ここでいうインクルーシブ次元とはどのようなものか。元にある
理念はいわゆるインクルーシブ教育であろう。すでに1994年サラマンカ宣
言や2006年障害者権利条約などで知られ、ユネスコも2003年資料
25)
や2005年資
料
26)
のなかで、その説明とガイドライン作成を行っている。その理念が求める
特別な教育的ニーズの提唱は1978年イングランドのウォーノック報告
に始まるとされるが、実際には既に大戦直後の合意形成の過程から用いられて
いたのであった
27)
。
そして、2011報告のインクルーシブ次元については、2008年第48回国際
公教育会議勧告インクルーシブ教育：未来への道(以下、ICE勧告と略)
28)
や
同年の前掲ユネスコ文書インクルーシブ次元の説明をふまえるものである。
例えば、社会的不公正と貧困のレベルは、インクルーシブ教育政策と戦略の
実施への障壁であり優先課題として、2011報告が注目する次のような論点が
ある。
ひとつは、ICE勧告決議文が我々の作業のまとめでは、参加者はすべての
教育権を定めた世界人権宣言26条を想起した。〈質の高いインクルーシブ教育〉
は人間的・社会的・経済的発達(発展)の達成に基本的なものであることを確認
する。(ICE勧告前文)というように、質の高いインクルーシブ教育を人間
の発達や経済的社会的発達(発展)につなげたことである。
また、すべての学習者の多様なニードに力点を置いたことがあげられる。
つまり、ICE勧告では、すべての学習者の多様なニードを明確にして、公正
で有効かつふさわしいものであるよう、拡大させる〈インクルーシブ教育〉の
概念の重要性を確認する。(前文)と述べ、2008年ユネスコ文書インクルー
シブ次元でも、教育権は……何らの排除や差別を認めるものではない。そ
れは、さらに力強く維持される必要があるし、そのすべての〈インクルーシブ
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次元〉がそれを剝奪されているすべての人々が受益者となるよう明確にする必
要がある。事実、そのパースペクティブで教育権を広く促進させることは国家
の義務である。(22項)と述べているものである。
以上の説明と異なる文脈ではあるが、例えば、インクルージョンの用語につ
いて、集計民主主義に対する熟議民主主義の包摂・平等・理性・公共性の
4つの意義をあげつつ、影響を受ける全ての人がその議論や決定の過程に参
加することが求められることになるはずで、これが包摂(インクルージョン)と
いう勝野正章の指摘を上記の説明と対比してみよう
29)
。インクルーシブ次元
の方は持続可能な発達の質の観点からすべての学習者の多様なニード
を大切に、すべての平等な学習機会を確保するという、教育ニード論の
特徴が強く現れているように思われる。ニード自体への着目は重要であるが、
しかし後述の論点につながる論争的な問題もある。
Ⅲ 論争的な問題群
2011報告( 4 部)は機会均等の阻害要因について、①物理的バリア(physical
barriers)、②財政的バリア(financial barriers)、③言語文化的バリア(linguistic and
cultural barriers)、という 3つの困難を概括している。それは外的条件への関心
だけなのでない。教育内容・方法の方向性をも含む公正性をめざし、教育の
質にかかわる実質化を志向するものであったが、その公正さの追求とは、人
的資本による貧困の減少にあると次のように述べる。
教育の公正さはそれ自体が価値ある目標であるが、公正さを高める政策
と実践で、結局のところ、とりわけ人的資本投資としての教育によって経
済成長による貧困減少につなげうる。(17項)。
この2011報告における世界銀行の肯定的引用から、報告のスタンスが明らか
であろう。Tomasevski はかつて人的投資論の問題点をはっきりと指摘してき
ただけに、この引用文では Kishore Singhによる方向転換(変質)を見てとれる
が、国際活動全体の経緯において人的投資への批判的スタンスがもとより曖昧
であったことは事実である。
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⑴ 人的投資論と教育ニード論
1 ) 前世紀の人的投資論
シュルツなどの仕事に象徴される前世紀の人的投資論は、かつて60年前後か
ら70年代から80年代にかけて隆盛をきわめていた。宮本憲一は、当時の教育投
資論を支えた国連機関の公共財政(学)や社会資本(論)を国連経済学と名づ
け、その問題点の検討を始めていた
30)
。元はコスト・ベニフィットの複雑な経済
的計算から成り立つ経済学的論議とはいえ、本稿では、その人的投資論が影響
を与える教育実践上の問題が重要である。たとえば70年代の人的投資論で特筆
すべき論議に、ユネスコ出版物掲載の D.Brradockによる障害児教育投資論が
ある(ユネスコの公式見解ではない)。
障害児教育投資は、これまでコスト・ベニフィットの計算で見返りの少ない
分野と考えられてきた。しかし、D.Brradockは、成人軽度遅滞者の一生の稼
ぎは、彼らの教育コストの何倍もあり正当化される中度遅滞者の利益は非
常に少ないなどと述べ、脱施設化による節約などで企業や国家の負担は軽減
されると述べている。
あるいは、重度知的遅滞と情緒障害は教育費用が一生の稼ぎを上回ると
か、人的投資の正しい解釈は、その見返りの可能性が一生で達成される自足
によるものとし、IQ20 以下でも少数だが稼ぐ可能性があるという発
見に基づき、費用見返りにつながる自足の教育目標を求めたのである
31)
。
しかし、こうした教育目標設定が人格の発達にかかわる教育条理に照らして
妥当なものかどうかはきわめて論争的な問題である。長年にわたり重度の障害
者医療に携わる高谷清はねたきりの状態にある重症心身障害者の自
己意識や(社会的関係の下にある)人格の有様について次のように指摘した。
〈意識〉はないが〈自己〉は存在している。……意識として感じなくて
も、身体や心が感じている。……よく馴染んでいる人とそうでない人に対
しての反応が異なる。そこには人間関係があり、安心があり、身体がリラ
ックスしており、たぶん本人は気持ちよく感じて〈快〉の状態にある。
……その〈快〉という状態にあることが〈人格〉のもっとも基本にあるの
ではないだろうか｡
32)

障害の有無にかかわりなく、また稼ぎの多寡にかかわりなく、高谷のいう
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(社会的関係の下にある)人格の発達のためにという位置づけこそが国際
的(人権諸条約)に共通する教育目標であることをふまえるなら、稼ぎと自足
に連動させる D.Brradockの人的投資論の特異性が理解できよう。投資論にか
かわる同様の問題点については、別の文脈における勝野正章の次のような指摘
もある。個人の教育に対して投資したものが……跳ね返ってくることを期待
して……そういう教育要求をつきつける親ばかりではない……子どもが持って
いる学校への思いだとか……要求があるはずです。……これが見えないと先生
たちは息苦しくなってくるわけです｡
33)

既に人権委[旧]の Tomasevski による2000年特別報告書は、教育の目的や本
質を損なう、こうした人的投資論の意味を批判するまでに至っていた。
人的資本の観念は人権を支える個々の人間の固有な価値を問題視し、人
権の保護と促進における教育の役割を傷つけるものであると、特別報告者
はこれまで考えてきた。……人的資本のアプローチは、経済的に意味のあ
る〈知識、スキル、能力〉だけに教育を形づくり、人権の価値を損なう。
教育とは学習者が、親となり、政治参加をし、社会的結合と寛容をめざす
ためのものである。教育の成果主義的な見方(a productivist view)は教育か
ら目的と本質の多くを枯渇させる。(67項)
2 ) 人的投資論の現段階
機会均等にふれた教育目標に関する一般的見解 1号(子どもの権利条約権利
委員会)に2011年報告(26項)は留意しているが、それは前世紀以来の人的投資
論の負の側面を批判しうる教育目標論でもあった。しかしながら、Tomasevski
による人的投資論批判以後10年以上が経過し、2011報告はその肯定的評価
への転換をはかることになってしまう。そして、他の関係機関の動きと共に、
人的投資論が国連機関内でもやや複雑な論争的性格をもち始めた今日の段階に
至る。
Tomasevski は人的投資批判の翌々2001年から2002年報告まで世界銀行の人
的資本政策についての協議を継続させたことがある。さらに、2003年の著書の
中では、人的投資の意味を敷衍しており、教育は本質的に利潤追求になじま
ないもので、消防と同じような公共性をもつものとするアマルティア・セン
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の人的資本論批判を引用して、自身のスタンスを強化した
34)
。しかし結局、国際
的合意形成の方向を変えるには至らず、Tomasevski の早逝後も機関内の論争
課題として今日に及ぶ。
興味深いのは、OECDが教育投資論を堅持する立場であるにもかかわらず、
近年は関係文書においてすら賛否両論が掲載されるようになった事実である。
例えば、2000年に始まり2009年には 4回目の実施となったOECDの PISA
調査も背景には人的資本論があった
35)
。Brian Keeley による2006年人的資本
に、その論議の典型をみることができる。
OECD事務総長の Angel Gurria は、その序文で知識、スキル、コンピテ
ンシー、資質に依存する人的資本の意味を語り、多くの人々が能力を全面
的に発達させるための機会(the opportunity to fully develop their abilities)が与えら
れていないし、人的資本がOECDの優先課題となってきた立場を明確に
述べている。また、移民・少数民族・幼児・障害者等すべての人々がそれらの
能力を伸ばすという基本的なニーズに同書は着目しており、PISAがその
観点から実施されてきたことが示される。ところが、その著作人的資本で
さえ、個人の人的資本に焦点化すれば、すべての人の生産性を上げる助けと
なる組織内の集団的なスキルや能力を無視する危険を犯すなど、人的資本論
の欠陥のいくつかを列挙さえしたのである
36)
。
さらに、成果主義的な教員評価の賛成論者と反対論者の賛否について、
OECDの2005年報告書教師問題の重要性が次のように紹介したことがあ
る。つまり、賛成論者の論拠は、すべて平等に扱うより成果を出すものに報
酬を与えるほうがよりフェアパフォーマンス成果による報酬は教師を動機
づけ子どもの到達度を促進などである。逆の反対論者の論拠は、パフォー
マンスは客観的に確定できないので公正で正確な評価は困難教師間の協力
が損なわれる教師は報酬で動機づけられるものではないなど、両論を紹
介した
37)
。
あるいは、人的投資論を前提とする2006年 OECD報告書人生の始まりを
強く：乳幼児の教育とケア(Early Childhood Care and Education─以下ECCEと略)
でさえ投資論批判が紹介されていた
38)
。この ECCEのテーマは2008年 ICE勧告
でとりあげられ、2011報告による同勧告への留意もある。あるいは90年代以降
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の ILOによる構造改革批判などの新自由主義的な教員政策への警戒にも明ら
かであるように、人的資本論にかかわる国連諸機関相互のあいだの論争課題を
浮上させたのである。
また、1960年 ILO/ ユネスコ教員の地位に関する勧告のフォローアップ
活動である2008年日本における教員の地位勧告不遵守に係る教員団体からの
申し立てについての中間報告では、次のような所見が述べられ、セアートが
機関としてその報告に同意するまでに至っている
39)
。
報償に連動させる評価は、専門職の自由と責任を衰退させる可能性があ
る(報告19項)評価制度は、この数十年、民間および公共部門における
経営で顕著になっている目標と結果による経営コンセプトは教育の特別な
ニーズや制約を必ずしも反映したものではない。(報告74項)
40)
⑵ 教育ニード論批判
かつての人的資本論は、60年代以降の世界的に増大する公教育を支える公共
投資をある程度合理化する役割をもっていた。しかし、その後の世界のグロー
バル化のなかで、各国の政策は人的資本の名による質保障や成果主義への志向、
学校選択や教員評価、新たなガバナンス(NPM)やアカウンタビリティなどを求
める動きを強めるようになっている。そこでは、受益者(消費者)の教育ニー
ドを平等に満たすような機会均等の新たな意味づけを人的投資論が促進
しているように見える。
1 ) 教育機会均等と特別な教育ニード
問題群としての教育ニード論への批判は初代特別報告者Tomasevski の報告
にもあった。たとえば1999報告は、1990年ジョムティエン宣言にある教育の
アクセスと学習ニーズを教育権と対立させていると、次のように述べる。
ヨーロッパ人権条約以外の国際人権諸条約は初等教育が無償であること
を定めている。初等教育を無償にという要請は、しかし、教育に関する最
近の国際政策では繰り返されなくなってきた。1990年ジョムティエン宣言
は、この要請を含んではいない。教育権の代りに〈教育へのアクセス〉と
か〈学習ニードへの対応〉といった語句をジョムティエン宣言は用いた。
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ジョムティエン宣言は、子どもの権利条約採択後 1年以内に採択されたも
ので、これら 2 つの異なるアプローチは同一基準の政策を妨げている。
略(33項)
Klaus Dieter Beiter は2006年の学位論文でこの視点を受け継ぎ、1990年宣言
や2000年ダカール宣言など国連の万人のための教育(EFA)の一連の活動で
は権利の観点がニード論で弱められると批判している
41)
。しかし、必ずしも
ユネスコの活動等で教育権自体を無視しているとは断定できないであろう。
2011報告も Kishore Singhは教育権のスタンスを保持しつつ機会均等の意義を
強調しているのである。しかし、初代報告者Tomasevski の提起した人的投資
論批判ではなく、逆にその支持を表明するものであった。それだけに、2011報
告の人的投資政策支持が機会均等の侵害や格差をもたらす本質をもつのであれ
ば、皮肉なことに先の Tomasevski の危惧は的を射た面があるということにな
らざるをえないのである。
では、市場化・商品化の関連で Tomasevski が教育権の否定ではないかと批
判した教育ニード論議についてはどうであろうか。2011報告の勧告にある
該当箇所の記述は次のようである。
つまり、⒝総合的政策によって不平等と差別の複合を明確にする課題で
は、政策的措置は、追われた人々や弱い立場の人びとの学習がアクセス可能
となるニードに応えなくてはならない。。あるいは、⒞資源の適切な分配の
保障の課題では、教育提供の地理的格差の除去、周辺化や排除の犠牲者で
ある人びとの特別なニードに配慮しつつ……資源配分しとか、周辺化・排
除・貧困の減少戦略の教育的次元を明らかにするニードに留意し、……資源を
確保などの問題である。
これらの特別なニードに応えるという記述には、①すべてのアクセスを
満たすことと、②教育的次元のニードを満たす、などの異なる次元の意味づけ
が含まれているであろう。前者は大戦直後の特別な教育ニードの用法と同
じで、機会均等の対象を拡大させる意味に近いが
42)
、後者は教育の質にかか
わる内容・方法を含む前記の学習者の多様なニードにつながりうるもので
ある。2011報告は、これらの文脈を合わせながら両者の関連を問うものである
ように思われる。
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2 ) 学力や能力の制約
2011報告の次の規定にある、人々につきまとう多様な学力や能力という
制約をどう平等論に引き取るのかは、きわめて論争的な課題である。
教育権は初等教育から高等教育まで拡大される。；その享受は、非差別
・平等の基本原則を尊重するが、学力ないし能力の基準の制約(subject to
the criteria)は受ける。初等教育へのアクセスのみならず、能力を基礎とす
る中等・高等教育までの漸進的なアクセスの範囲を人権条約の国家義務は
含む。教育権とは、権利資格としてのみならず、発達援助(empowerment)
の源泉として確認されるのである。(11項)
この学力ないし能力の基準(the criteria of merit or capacity)とは具体的に
はどういう意味なのか。法的基盤は、教育条約高等教育を個人的能力に基づ
いて初等教育を受けていないか修了していない者の教育と個人的能力に基
づく教育の継続( 4 条)や人権規約高等教育は能力に応じ(13条)などの規
定にある。しかし、能力への個人的(individual)という修飾語の有無で両条
約に違いがある。それゆえ、両条約機関の共同による条約解釈が行われ、個
人的能力(教育条約)の記述には適切な専門性と経験により評価されると
の説明がなされている
43)
。
さらに、今回の2011報告で2001年ダーバン行動計画にある次の教育パフ
ォーマンスや成果の平等などの視点が組み込まれていることも留意される。
行動計画は、差別のないすべての教育へのアクセス、教育アクセスの障
壁の除去、良質の教育などを保障し、不利な立場にある子どもの教育的パ
フォーマンスのモニター、子どもの教育の成果(outcome)における不平等
を明らかにするための資源確保などを諸国に対し行うよう勧告している。
(37項)
学力・能力には、こうして成果が加わり、両者を関連づける機会均
等実質化(あるいは格差分断)の論理が、今日では、前述のニード論と絡み合
って展開する複雑な状況にあると思われる。同じ特徴が日本でみられるのも興
味深い事柄であろう。その批判的見解を含む 2 つの方向をあげておきたい。
1つは、ニード論をふまえた機会均等の積極的な可能性を説く渡部昭男の議
論である。渡部は旧教育基本法の能力に応ずる規定の新法への動きを検討
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し、能力に応ずる教育から必要に応じる教育への転換を展望しつつ、
〈教育の機会均等〉条項の意義を未来に向けてさらに発展させるためには、
〈能力に応じて(応ずる)〉という能力程度主義・能力原理を越え出て、〈必要
に応じて(応ずる)〉という必要原理を展望すべきであり、〈必要〉概念は
〈ニーズ(needs)〉の訳語にとどまらず、人権保障において大きな可能性を秘
めているとまで述べた
44)
。
2 つは、教育とは異なる社会福祉領域においてであるが、渡部とは逆方向の
ニード論への警戒がある。植田章は70年代後半から提起されてきた三浦文夫の
ニード論を検討するなかで、その社会福祉ニード論がニーズを個別的な
〈生活の支障〉としてきわめて狭く理解し捕らえる方向があるとし、そのこ
とが社会福祉を市場原理に導く露払いとしての役割を担った。つまり、社会
福祉の水準を低く抑えるために、誤った理解でニーズという用語が使われてい
るとも言えると厳しく批判している。それはニーズ自体の否定ではなく、権
利概念とニーズを区別しながら、ニーズに還元しない権利として
の社会的資源の創出という真田是の立論につなげる重要な問題提起である
45)
。
これらの論点が人的資本・市場原理・商品化のもとにある今日の教育におけ
る国際的合意形成の論争的な問題群と重なることは明らかであろう。
⑶ 教育差別撤廃条約(教育条約)と基準性
2011報告( 4 部)の記述には、国際人権諸条約のなかでも、Tomasevski が批
判したEFLなどのグローバルな政治的関与のみならず、とりわけ教育条約の
重視がある。
教育条約による基準化論理の継承とかかわる2011報告関連の動向として、
2008年前掲文書インクルーシブの次元の基準化に関する該当箇所を紹介し
ておこう
46)
。一般的な記述ではあるが次の下線部のような評価が記されている。
質の規範について、より多くの関心をもって教育権はモニターする必要
がある。質の問題はEFA(すべての人々への教育)の核心である。教育の規
則、基準、質の問題の重要性を確認する教育条約のフォローアップとして
〈最低限の教育基準〉を考えるべきである。質の高い教師の不足は、専門
職の地位や労働条件を尊重しない、貧しい教育基準に由来する。〈教員の
141 ( 118 )
地位に関する勧告〉は、公立・私立両方の教員に適用されるが、その目的
のために測定の法的枠組みを提供するものである。すべての人々に対する
質の高い教育へのアクセスを普遍的し、農村・都市・僻地の教員配置につ
いて、各国レベルの行動がもっと強められなくてはならない。(61項)
2011報告は、教育機会均等と教育権の国際諸条約群と憲法規範の整合性を各
国に求めている。ユネスコの教育権保障の活動を長年にわたり主導してきた
Kishore Singhのスタンスがそこに反映しているであろう。具体的には、人種
差別撤廃条約、女性差別撤廃条約、障害者権利条約、全ての移住労働者及びそ
の家族の権利の保護に関する国際条約、などであり、教育機会均等は、ほと
んどの人権条約における包括的原則である。それは、諸国に対し、教育機会均
等を尊重する仕方で、……諸条約の国際的義務を課す。(32項)としている。
また、これらの諸条約への注目とは区別しながら別の項目(教育差別撤廃条約)
を立て、1960年採択の教育条約をいっそう重視したことも興味深い。同条約は、
条件整備にとどまらない内容・方法を含む教育権保障の実質化に腐心した条約
としても、すぐれて教育条約と呼びうる基本的条約であった。
すなわち、2011年報告も教育条約は、教育機会均等と非差別の基本原則を
規定する中心的な条約である。とまで述べ、同条約第 4条は、とりわけ条約
加盟国に対し、〈諸条件と各国の用法に見合う適切な方法によって、機会と扱
いの平等性を促進するような、各国政策を作成し発展させ適用する〉義務を規
定している。(33項)と評価したのである。
教育条約の成立過程を1983年時点で分析し同様の趣旨を述べたことがあるが、
2011報告おける同条約のこれほどの位置づけは、近年の研究書を除き
47)
、ユネス
コ関連以外の国連文書には管見の限りあまり見当たらない。機会均等に現れる
差別を扱う条約であったという意味では、新たな歴史的条件の下で1960年教育
条約の再評価が求められる現代である言えるのかもしれない。
2011報告の提起をふまえて、教育条約の基準化論理に先の教育ニーズ論を重
ねるなら、私見では、ニーズ論を権利概念と区別しながら(しかし両者の関連の
下で)、①(機会均等で)学力ないし能力の基準の制約(subject to the criteria)は受
けるとの規定は排除の論理であってはならず、②該当機関による内容・方
法の民主的基準化という教育条約の先駆的提案を媒介に、先の個人的能
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力(教育条約)に関する適切な専門性と経験により評価されるとの説明も
視野に入れ、③発達と教育階梯の段階的区分に関する仮説も加えながら
48)
、
④旧来の能力に応ずる機会均等原則については、その全面否定としてでな
い、たとえばひとしく、その発達にかかわる教育(実質的な機会均等)などの
言葉に置き換え、⑤それらを総じて、先の植田章のいう権利としての社
会的資源の創出に近い教育システムを構想すべき課題として、より発展的に
深める可能性(教育基本法改正を含め)を展望することはありうると考える。
しかし残念ながら、2011報告における教育実践上の価値内容を含む包括
性との関連においても、価値の国家規制に陥らない民主的なあり方の模索が
深まったわけではない
49)
。教育条約の合意形成過程では鮮明になりつつあった、
内容・方法に関する基準化の民主的(自由と基準性の)プロセスを2011報告で更
新させた形跡は見当たらない
50)
。
お わ り に
教育の機会均等について大戦後の活動経緯や2011報告を素材に連関しあう論
議の様相をみてきた。2011報告それ自体は教育における合意形成をはかるため
の基礎的な国際行政上の文書にすぎない。機会均等の阻害要因をまとめた2011
報告末尾( 4 部)では、事実上の教育機会均等を達成するための障壁と戦うイ
ニシアティブ、そして教育機会均等に影響する主な要因の〈概要〉を扱うの
みと言うように、機会均等論議の蓄積を詳細に分析した学術的な作業な
のではない。その意味では、概括的でゆるやかな条件整備の道義的方向性を示
すにすぎない文書ともいえよう。
しかし、2011報告は機会均等論の国際的合意形成における歴史的経緯の一定
の到達点を表しており、実効性を求める新たな動きを確認することができた。
そこには特別報告者Kishore Singhの長年の持論も生かされ、国家の権力を律
する民主的な憲法規範等の整備を国際機関として強く期待したのである。現実
的な意味がそこに示されたが、だからこそ皮肉にも2011報告が支持した国家
による人的投資政策では機会均等危機の激化が一層ありうるという矛盾もま
た顕在化せざるをえない。
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2011報告における初代特別報告者Tomasevski との方法論の違いや対立も、
その問題群とかかわるが、逆にみれば、Tomasevski 以来継承される“4A枠組
み”による国家関与のあり方はどこまで正当性を持ちうるのか。国民国家で成
り立つ国際機関が教育の国際的公共性をどう担保でき、国家にどのような
是正を要請できるのかは、他方の難しい課題であり続けている。現段階の歴史
的制約には大きいものがあろう。
黒田一雄は、ジョムティエン会議以降のEFAの国際的潮流に、①ユニ
セフ・ユネスコなどの基礎的ニードや人権アプローチ、②世界銀行な
どが投資効果を期待する開発アプローチ、という 2 つの分岐を指摘し、そ
れらが、お互いを有効なパートナーとして……〈共闘体制〉を敷いたことに
成功の基があるという
51)
。しかしまた、教育実践における人的投資論の弊害も
本稿で示したように否定出来ないと思われる。
これらの論争的な問題群には古くて新しい、教育における合意形成の難問が
改めて示されたともいえるであろう。機会均等の実質化とは誰がどのように実
現するものなのか、その方途は課題として残されたままである。結局、機会均
等の理念と正当性を国際レベルで担保しうる公共性のあり方を2011報告が確実
に見出しているとは依然として言い難い。本稿で明らかになったのは、国際的
合意形成にみる教育機会均等をめぐる新たな動きにおいても、各国地域と同様、
論争的な問題群の顕在化や対立・矛盾をはらむ展開が見られたということであ
る。
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